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要　　請　　書

５月９日に貴子会社明治乳業関東工場で死亡災害が発生しました。犠牲となったのは２１歳の女性臨時職員です。過去から続く明治乳業の死亡災害では、特に、京都工場の転落死亡災害や守谷工場での挟まれ死亡災害など、入社間もない若い労働者の犠牲が続きます。　

従って、今回の問題では、事故原因の徹底究明は当然ですが、未熟練労働者への機械構造を含む安全教育の実態や、見習い期間の十分な設定、一人作業の見直しなど等、過去の痛ましい教訓が生かされていない、企業体質や安全対策・配慮義務の実態が厳しく問われます。
一方、貴社及び明治乳業に対し、２５年にも及ぶ市川工場事件(３２名)と、１６年目となる全国事件(９事業所３２名)の長期労働争議の全面解決を求め、その道筋を切り開くことをめざし全力を尽くしているところです。
特に、貴社に対しては、明治乳業が抱えてきた争議は、親会社「明治ＨＤ」が設立されたことを契機に、争議も移譲されたとする立場から全面解決に向けた努力の発揮を強く求めてきました。
しかし、残念ながら、解決局面づくりの努力も見られぬまま、今日に至っているのが実態です。
私たちは、貴社が解決に向けて力を発揮していないという困難な中でも、解決への道筋をめざし日々奮闘しているのですが、貴社及び明治乳業は司法判断の結論だけを盾に、都合の悪い事実認定は無視し、一切の応対を拒否する態度に徹しているのです。

市川工場事件の最高裁結論は「不受理決定」ですが、東京高裁判決によって、昭和４０年代に会社の差別的な施策によって作り出された格差（差別）が、是正されることなく残っていることが、すでに、｢有意な格差の存在｣として明確に判断されているのです。

現在、全国事件が東京都労働委員会で審理中ですが、申立人ら最後の現役労働者であった、長谷川博男(愛知工場)が今年１月で定年退職となり、在職者がゼロとなった状況だからこそ、貴社及び明治乳業は高裁判決の事実認定を真摯に受け入れ、明治乳業における歴史的事実として長期争議の当事者責任を果たすべきです。
また、貴社に繰り返し求めているのは、貴社及び明治乳業が健全な企業活動を展開する立場からも、全面解決への決断をすべき責任があるということです。

従って、争議解決の当事者責任が親会社「明治ＨＤ」にも移譲している事を踏まえ、全面解決への決断をすることを改めて強く要請するものです。
記
一、明治乳業死亡災害の原因究明、遺族への完全補償、生産現場の声にもとづく総点検と再発防止策の具体化など、経済効率優先を厳しく見直し、「安全・安心」最優先の企業活動を行うこと。
一、親会社「明治ホールディングス」の責任で、ただちに長期争議の全面解決をはかること。

一、高裁判決の事実認定によっても確定した｢有意な格差｣の存在を重く受けとめ、｢残存する差別賃金の支払い」など、争議終結に向けた当事者責任を真摯に果たすこと。

一、経営統合による雇用破壊・労働条件切り下げなど、一切の犠牲を労働者に転嫁しないこと。
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